
 

1 

令和３年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度 
 

令和２年 12 月 18 日 

閣 議 了 解 
 

 

１．令和２年度の経済動向及び令和３年度の経済見通し  

 

（１）令和２年度及び令和３年度の主要経済指標  
 

 
 

（注１）消費者物価指数は総合である。 
（注２）2019 年 10月に実施された消費税率引上げによる 2020年度の物価上昇率への影響を機械的に試算すると、消費

者物価（総合）では 0.5％ポイント程度、ＧＤＰデフレーターでは 0.4％ポイント程度と見込まれる。また、教育無
償化による 2020 年度の消費者物価（総合）への影響を機械的に試算すると、幼児教育・保育無償化は▲0.3％ポイ
ント程度、高等教育無償化は▲0.1％ポイント程度と見込まれる。Go To キャンペーン事業による消費者物価（総合）
への影響を機械的に試算すると、2020年度に▲0.3％ポイント程度、2021年度に 0.2％ポイント程度と見込まれる。  

令和元年度 令和２年度 令和３年度

（実績） （実績見込み） （見通し）

兆円 兆円程度 兆円程度 ％ ％ ％程度 ％程度 ％程度 ％程度

（名目） （名目） （名目） （名目） （実質） （名目） （実質） （名目） （実質）

559.7 536.1 559.5 0.5 ▲ 0.3 ▲ 4.2 ▲ 5.2 4.4 4.0

304.2 285.9 297.2 ▲ 0.3 ▲ 0.9 ▲ 6.0 ▲ 6.0 4.0 3.9

21.4 20.0 20.6 4.1 2.5 ▲ 6.3 ▲ 6.7 2.7 1.8

91.6 83.7 86.4 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 8.6 ▲ 8.1 3.2 2.9

2.0 1.4 1.1 (▲ 0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.0) (▲ 0.1) (▲ 0.1)

95.5 80.2 90.2 ▲ 5.8 ▲ 2.6 ▲ 16.0 ▲ 13.7 12.5 11.4

96.0 81.5 87.5 ▲ 5.6 ▲ 1.2 ▲ 15.1 ▲ 6.4 7.4 6.7

0.5 ▲ 0.1 ▲ 4.1 ▲ 4.0 3.6 3.3

▲ 0.1 ▲ 0.6 ▲ 5.0 ▲ 4.9 2.6 2.4

0.6 0.5 1.0 0.9 1.0 0.9

▲ 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 1.2 0.7 0.7

581.5 556.7 578.0 0.5 ▲ 0.1 ▲ 4.3 ▲ 4.1 3.8 3.6

万人 万人程度 万人程度

6,895 6,861 6,882

6,733 6,652 6,693

6,020 5,945 5,984

％ ％程度 ％程度

2.3 3.1 2.7

％ ％程度 ％程度

▲ 3.8 ▲ 11.0 9.4

％ ％程度 ％程度

0.1 ▲ 1.8 0.7

0.5 ▲ 0.6 0.4

0.9 1.0 0.3

兆円 兆円程度 兆円程度

0.2 ▲ 1.1 2.6

0.7 0.9 3.8

74.9 65.1 72.1 ▲ 6.7 ▲ 13.1 10.7

74.3 64.3 68.3 ▲ 6.7 ▲ 13.5 6.2

20.1 15.3 18.3

％ ％程度 ％程度

3.6 2.8 3.4

対前年度比増減率

令和元年度 令和２年度 令和３年度

国内総生産

民間最終消費支出

民間住宅

民間企業設備

民間在庫変動　( )内は寄与度

財貨・サービスの輸出

（控除）財貨・サービスの輸入

内需寄与度

民需寄与度

公需寄与度

外需寄与度

国民総所得

労働・雇用 ％ ％程度 ％程度

労働力人口 0.7 ▲ 0.5 0.3

就業者数 0.8 ▲ 1.2 0.6

雇用者数 1.1 ▲ 1.2 0.7

完全失業率

生産

鉱工業生産指数・増減率

物価

国内企業物価指数・変化率

消費者物価指数・変化率

GDPデフレーター・変化率

国際収支 ％ ％程度 ％程度

貿易・サービス収支

貿易収支

輸出

輸入

経常収支

経常収支対名目GDP比
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（２）令和２年度の経済動向  
令和２年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、依然として厳しい状況にあるが、「新型コロナウイルス感染症

緊急経済対策」1、令和２年度第１次・第２次補正予算の効果も相ま

って、個人消費が改善してきたこと等から、持ち直しの動きがみられ

るが、経済の水準はコロナ前を下回った状態にとどまり、経済の回復

はいまだ途上にある。 
こうした中、政府は、感染症の拡大防止策、ポストコロナに向けた

経済構造の転換・好循環の実現、防災・減災、国土強靱化の推進など

安全・安心の確保を柱とする「国民の命と暮らしを守る安心と希望の

ための総合経済対策」（以下「総合経済対策」という。）2を策定し、

また、令和２年度第３次補正予算を編成した。 

今後については、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレ
ベルを引き上げていくなかで、引き続き持ち直しの動きが続くこと

が期待されるが、感染症が内外経済を下振れさせるリスクや金融資

本市場の変動等の影響を注視する必要がある。 

物価の動向をみると、原油価格下落等により、消費者物価（総合）

は前年比でマイナスとなっている。 

この結果、令和２年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率は▲
5.2％程度、名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率は▲4.2％程度と見

込まれる。また、消費者物価（総合）変化率は▲0.6％程度と見込ま

れる。 

 
（３）令和３年度の経済見通し  

令和３年度については、後段で示す「２．令和３年度の経済財政運
営の基本的態度」に基づき、「総合経済対策」を円滑かつ着実に実施

すること等により、令和３年度の実質ＧＤＰ成長率は 4.0％程度、名

目ＧＤＰ成長率は 4.4％程度と見込まれ、年度中には経済の水準がコ

ロナ前の水準に回帰することが見込まれる。 

物価については、経済の改善に伴い、需給が引き締まる中で、デフ

レへの後戻りが避けられ、消費者物価（総合）は 0.4％程度と緩やか

に上昇することが見込まれる。 

ただし、引き続き、感染症が内外経済を下振れさせるリスクに十分

注意するとともに、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要が

ある。 

                                            
1 令和２年４月 20 日 閣議決定 
2 令和２年 12 月８日 閣議決定 
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①実質国内総生産（実質ＧＤＰ） 

（ⅰ）民間最終消費支出 

感染拡大防止と社会経済活動の両立が図られ、雇用・所得環境の

改善が進む中で、総合経済対策の効果もあって、増加する（対前年

度比 3.9％程度の増）。 

（ⅱ）民間住宅投資 

住宅着工が感染症の影響による落ち込みから持ち直していく中

で、増加する（対前年度比 1.8％程度の増）。 

（ⅲ）民間企業設備投資 

足下の落ち込みからの持ち直しに加え、総合経済対策の効果もあ

って、デジタル化・グリーン化の促進等に伴い、増加する（対前年

度比 2.9％程度の増）。 

（ⅳ）公需 

総合経済対策に伴う政府支出や、社会保障関係費の増加等により、

増加する（実質ＧＤＰ成長率に対する公需の寄与度 0.9％程度）。 

（ⅴ）外需（財貨・サービスの純輸出） 

海外経済が、世界的な感染拡大による大きな落ち込みから回復し

ていくことに伴い、増加する（実質ＧＤＰ成長率に対する外需の寄

与度 0.7％程度）。 

 

②実質国民総所得（実質ＧＮＩ） 

実質ＧＤＰ成長率と同程度の伸びとなる（対前年度比 3.6％程度

の増）。 

 

③労働・雇用 

感染拡大防止と社会経済活動の両立が図られる中で、総合経済対

策の効果もあって、雇用環境の持ち直しの動きが続くことに加え、

女性や高齢者を中心とした労働参加の拡大もあり、雇用者数は増加

し（対前年度比 0.7％程度の増）、完全失業率は低下する（2.7％程

度）。 

 

④鉱工業生産 

国内需要や海外需要の回復に伴い、増加する（対前年度比 9.4％

程度の増）。 
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⑤物価 

消費者物価（総合）は、経済の改善による需給の引き締まり等か

ら、上昇する（対前年度比 0.4％程度の上昇）。こうした中でＧＤ

Ｐデフレーターは上昇する（対前年度比 0.3％程度の上昇）。 

⑥国際収支 

所得収支の黒字が続く中、世界経済の回復に伴い貿易収支が改善

し、経常収支の黒字は増加する（経常収支対名目ＧＤＰ比 3.4％程

度）。 

 
（注１） 本経済見通しに当たっては、「２．令和３年度の経済財政運営の基本的態度」

に記された経済財政運営を前提としている。 

（注２） 世界ＧＤＰ（日本を除く。）、円相場、原油輸入価格については、以下の前提

を置いている。なお、これらは、作業のための想定であって、政府としての

予測あるいは見通しを示すものではない。 

 

 令和元年度 

（実績） 
令和 2年度 令和 3年度 

世界ＧＤＰ（日本を除く。）の 

実質成長率（％） 
1.7 ▲3.5 5.9 

円相場（円／ドル） 108.7 105.7 104.4 

原油輸入価格（ドル／バレル） 67.9 39.9 44.8 

（備考） 

１．世界ＧＤＰ（日本を除く。）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算

出。 

２．円相場は、令和 2 年 11 月 1 日～11 月 30 日の期間の平均値（104.4 円／ドル）

で同年 12 月以降一定と想定。 

３．原油輸入価格は、令和 2 年 11 月 1 日～11 月 30 日の期間のスポット価格の平均

値に運賃、保険料を付加した値（44.8 ドル／バレル）で同年 12 月以降一定と想定。 

 

（注３） 我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国内外

の感染症の動向や国際環境の変化には予見しがたい要素が多いことに鑑み、

上記の諸計数はある程度幅を持って考えられるべきものである。 
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２．令和３年度の経済財政運営の基本的態度 
今後の経済財政運営に当たっては、国民の命と暮らしを守るた

め、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図る。 
総合経済対策の円滑かつ着実な実施により、公的支出による経済

の下支えを図りつつ、設備投資をはじめとする民間需要を呼び込み
ながら、生産性を高め、賃金の継続的な上昇を促し、民需の自律的
な回復も相まって、民需主導の成長軌道に戻していく。 

今回の新型コロナウイルス感染症で明らかとなった行政サービス
等における様々な課題に対処すべく、行政のデジタル化や規制改革
を含め、集中投資・実装とその環境整備により、デジタル社会の実
現を目指すとともに、新しい社会を支える「人」・イノベーション
への投資を強化する。 

2050年カーボンニュートラルを目指し、経済と環境の好循環、グ
リーン社会の実現に取り組む。 
また、活力ある地方を創るべく、中小企業の生産性向上や最低賃

金の全国的な引上げに取り組むとともに、観光や農林水産業の振
興、地域公共交通の活性化などにより、地方の所得を増やし、地方
を活性化する。都会から地方へ、また企業間で、さらには中小企業
やベンチャーへなど、新たな人の流れをつくり、海外の成長を取り
込んでいく。 
さらに、不妊治療への保険適用に取り組む等切れ目ない子育て支

援や、保育サービスを拡充するなど少子化対策を進め、全ての世代
の方々が安心できる社会保障制度を構築する。テレワークや、同一
労働同一賃金など働き方改革を推進するとともに、就職氷河期世代
をはじめ、個々人の状況に応じた就労や社会参加など頑張る人を強
力に支援する。若者も高齢者も女性も障害や難病のある方も皆が活
躍できる地域共生社会の実現に取り組む。 
加えて、自然災害からの復興や国土強靱化、国際連携の強化、経

済安全保障の観点からの多角的自由貿易体制の維持・強化など重要
課題への取組を行う。 

「経済再生なくして財政健全化なし」との基本方針の下、「経済
財政運営と改革の基本方針 2020」3に基づき、経済・財政一体改革
を推進することとし、デフレ脱却と経済再生の道筋を確かなものと
しつつ、歳出・歳入両面からの改革を推進する。 

日本銀行には、新型コロナウイルス感染症の経済への影響を注視
し、適切な金融政策運営を行い、経済・物価・金融情勢を踏まえつ
つ、２％の物価安定目標を実現することを期待する。 

                                            
3 令和２年７月 17 日 閣議決定 
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（参考）

主な経済指標

※　 民需、公需、外需の寄与度は実質成長率に対するもの。
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※ 2019 年10月に実施された消費税率引上げによる2020年度の物価上昇率への影響を機械的に試算すると、消費者
物価（総合）では0.5％ポイント程度、ＧＤＰデフレーターでは0.4％ポイント程度と見込まれる。また、教育無償化によ
る2020年度の消費者物価（総合）への影響を機械的に試算すると、幼児教育・保育無償化は▲0.3％ポイント程度、
高等教育無償化は▲0.1％ポイント程度と見込まれる。Go To キャンペーン事業による消費者物価（総合）への影響
を機械的に試算すると、2020年度に▲0.3％ポイント程度、2021年度に0.2％ポイント程度と見込まれる。
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